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1 はじめに
近年，会計ルールの一連の改訂の結果，作成される
ようになった財務報告の特徴として，会計上の見積り
（accounting estimates）の浸透が，よく指摘されてい
る（注1）。会計上の見積りとは，「金額の概算値（ap-
proximation）」のことであり，日本公認会計士協会
（JapaneseInstituteofCertifiedPublicAccountants:JICPA）
の監査基準委員会報告書第 13号「会計上の見積りの
監査」によると「財務諸表に含まれる金額が，将来事
象の結果に依存するために確定できない場合又は既に
発生している事象に関する情報を適時にあるいは経済
的に人手できないために確定できない場合」に必要と
なる。現在，会計上の見積りは，伝統的な見積り項目
である各種引当金に加えて，繰延税金資産や退職給付
会計など近年追加されたものまで多数存在しており，
その監査もまた重要になっている。とはいえ，会計上
の見積りという主観的判断に関連する会計数値は，そ
の性格上，虚偽表示となったり，経営者の偏向
（bias）が含まれる可能性が高く，監査上，特別な対
応が求められる（注2）と推測できるが，実際，監査の現
場において，会計上の見積りの監査がどのような状況
にあるのか，守秘義務の問題もあり，一般にはなかな
＊１ 本稿は，日本学術振興会科学研究費補助金交付研究（基盤研
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か伺い知ることはできない（注3）。しかし，平成 11年よ
り始まった日本公認会計士協会の品質管理レビュー及
び平成 16年度より開始された公認会計士・監査審査
会（CertifiedPublicAccountants andAuditingOversight
Board : CPAAOB）の審査・検査において，会計上の
見積りの監査が取り上げられるようになってきてい
る。その活動の結果が公表され，その中には会計上の
見積りの監査に言及したものが複数存在している。
そこで，本稿では，日本の監査の品質管理に関する
公表文書の中における会計上の見積りの監査について
の記述から，日本における会計上の見積りの監査につ
いて，その記述を整理しまた監査論研究上どのような
意味と限界を持つのかを検討することを目的とする。
次節では，日本における監査の品質管理の体制を整
理する。ついで第 3節では，日本における会計上の見
積りの監査手続を，監査基準委員会報告書第 13号に
基づいて整理し，また品質管理レビュー担当者の視点
を想定する。続く第 4節において，日本公認会計士協
会の品質管理レビューにおける会計上の見積りの監査
に対する記述について，平成 11年度から 15年度まで
の自主規制の時期の内容を整理する。次の第 5節で
は，日本公認会計士協会の品質管理レビューが指摘し
た会計上の見積りの監査に関する記述について，平成
16年度から 23年度までの公認会計士法の改正によっ
て法定化された後のものを整理する。また第 6節で
は，品質管理審議会の会計上の見積りに関する勧告の
記述を整理する。また第 7節では，公認会計士・監査
審査会による審査・検査が指摘した会計上の見積りの
監査に関する記述を整理する。最後に，日本公認会計
士協会の品質管理レビューが指摘した会計上の見積り
の監査に関する指摘事項を検討し，その意味と限界，
今後の調査研究の可能性について示唆してむすびにか
える。補遺として，品質管理面でどのように具体的な
問題事例が示されるか，日本公認会計士協会の平成
16年度の付録における改善報告書の文例と公認会計
士・監査審査会の文書について，見積り事例の一例と
して貸倒引当金に関するものを示す。
なお，本稿は，日本の監査の品質管理の分析を目的
とするものではない。また，日本の会計上の見積りの
監査については，未発効の監査基準委員会報告書第
44号「会計上の見積りの監査」（中間報告）ではな
く，品質管理の判断の基準となっている監査基準委員
会報告書第 13号「会計上の見積りの監査」に基づい
て議論する。
2 日本の公認会計士監査に対する品質管理体制
の概要
現在の日本の公認会計士監査に関する品質管理は，
図表 1のように，自主規制団体である日本公認会計士
協会と監督機関である公認会計士・審査会が分担する
二重体制（注4）が基本となっており，後述する上場会社
監査事務所登録制度が加わっている。なお，図表 1に
【図表 1】 日本の公認会計士監査に対する品質管理体制
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おいて，実線部は，定期的に必ず実施されるものであ
り，点線部は，該当する問題がある場合，実施される
ものである。
図表 1に基づいて説明すると，監査事務所（注5）につ
いて，まずは日本公認会計士協会の品質管理委員会が
品質管理レビューを行う。これは，監査の品質につい
て日本公認会計士協会が調査し，必要に応じて改善勧
告をするものである。さらに日本公認会計士協会の品
質管理レビューの結果報告について，公認会計士・監
査審査会が審査・検査を行い，必要に応じて立入検査
等を行い，問題のある事務所については，金融庁に処
分の勧告を行うのである。ここでは，それぞれの機関
に分けて説明する。
① 日本公認会計士協会の品質管理に関する取り組み
日本公認会計士協会で監査の品質管理が検討された
のは，平成 9年のプロジェクトチーム決定と監査基準
委員会報告書第 12号「監査の品質管理」の公表が
きっかけであった。まずは協会の自主的な活動として
ルール作りと担当組織の整備が行われた。次に平成
11年に作成された「品質管理レビュー基準」，「品質
管理レビュー手続」に従ってレビューが実施されその
結果が公表されるという品質管理レビュー制度を導入
され，自主規制の制度として平成 15年度まで実施さ
れた。さらに平成 14年の公認会計士法の改正によ
り，品質管理レビュー制度の法定化（第 46条の 9の
2）（注6）及び公認会計士・監査審査会によるモニタリン
グ（注7）が始まり，これに，平成 19年からの上場会社監
査事務所登録制度を加えて現在まで続いている。
この品質管理レビュー制度は，品質管理委員会の下
に置かれたレビューチームの専任のレビューアーが，
原則として 3年に 1度（大規模監査法人は 2年に 1
度），監査事務所に行って，その監査事務所の監査の
品質管理の状況をレビューし，品質管理委員会で審査
した上で，品質管理レビュー結果を通知し，必要に応
じて改善を勧告し，その報告に対する改善状況の報告
を受けるものである。なお，外部の学識経験者等から
なる品質管理審議会が設置され，品質管理委員会活動
の評価・勧告を行っている。
図表 2は，日本公認会計士協会における品質管理レ
ビューの導入及びその実施スケジュールならびに関連
事項をまとめたものである。
品質管理レビュー制度は，平成 15年の公認会計士
法の改正により，法に基づく制度となり，その対象事
務所は，制度導入時の上場会社を監査している事務所
に加え，非上場の金融商品取引法監査をしている事務
所や会社法監査のうち資本金 100億円以上又は負債総
額 1000億円以上の会社を監査している事務所等も対
象として，平成 16年 4月から実施され，現在に至っ
ている。
品質管理レビューの結果，問題のある事務所に，限
定事項や否定的結論を含むレビュー報告書が交付さ
れ，改善を求め，その改善報告をフォローアップして
いくことになっている。
【図表 2】 日本公認会計士協会における品質管理レビューの導入及びその実施スケジュールならびに関連事項
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レビュー報告書の内容については，品質管理レ
ビュー手続の付録に記載されているが，「否定的意
見」，「限定意見」，「無限定意見」の 3種類がある。こ
れらは，発見事項から生じる程度から生じるもので，
重大な懸念かつ重大な監査会計規範に対する準拠性違
反を発見した場合は，「否定的意見」となる。また相
当程度の懸念がある場合は「限定意見」となる。懸念
がない又は多少はある場合は，「無限定意見」とな
る。当初，これらの意見は，積極的意見表示であった
が，平成 16年より消極的意見表示に変わった（注8）。改
善報告書は，指導的・教育的観点から交付されるもの
で，「否定的意見」と「限定意見」のときはもちろん
のこと，「無限定意見」であっても懸念が多少ある場
合は，交付されるのであり，実際，かなりの数が交付
されている。なお「指導的・教育的観点」も，平成
17年 7月の定期総会の会則改訂により「指導的観点」
のみに変わっており，制度として改善が続いているよ
うである。
日本公認会計士協会は，ほぼ毎年，図表 3のように
「品質管理レビュー実施結果の概要」を公表してい
る。なお，ここでの年度とは，当該年後の 4月 1日か
ら翌年度の 3月 1日までとなる。平成 16年度という
場合，平成 16年 4月 1日から平成 17年 3月 31日ま
でとなる。
監査事務所宛の個別のレビュー報告書や改善報告書
の内容は公開されないが，件数は報告されており，後
述する会計上の見積りの監査に関連する事項が把握で
きる。基本的には，その流れは，まず品質レビューが
実施され，その結果に対する「勧告」があり，それに
対応した方針が定められ，さらに品質レビューが実施
され，それに対して品質管理審議会が勧告をするとい
う，「レビュー実施・結果報告」→「結果に対する勧
告」→「勧告に対応したレビューの方針」→「レ
ビュー実施結果報告」→「結果に対する勧告」という
サイクルで展開されている。これらの文書における勧
告や重点事項の記述を検討することにより，特定問題
の位置づけが判明する。もちろん，その記述は，政策
上の配慮や作成者の志向や判断も混在しており明確で
【図表 3】 日本公認会計士協会の公表した品質管理レビューに関する主な文書
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はない場合もあるが，そこでは，本稿で注目する会計
上の見積りの監査も取り上げてあり，これについて
は，後に整理する。
なお，上場会社監査事務所登録制度とは，平成 19
年 4月 1日からは，品質管理レビュー制度に組み込む
形で導入されたもので，上場会社を監査している事務
所については，品質管理委員会に設置する上場会社監
査事務所部会への登録を義務付け，上場会社を監査し
ている監査事務所の名簿を日本公認会計士協会のウェ
ブサイトで公表し，同時に登録した監査事務所の概要
や監査の品質管理の方針と手続の概要も示すものであ
る。この制度を導入することにより，投資家はじめ市
場関係者が上場会社を監査している事務所の監査の品
質管理の状況を知り判断することで，登録監査事務所
の監査の品質管理の質の向上と改善を促進させること
を意図しているとのことである。
上場会社監査事務所部会に登録された監査事務所
は，品質管理レビューの結果，品質管理の状況等に相
当の疑念が生じた場合で，措置が必要と品質管理審議
会が認めた場合には，「注意」，「継続的専門研修の履
修指示」，「品質管理レビューによる限定事項等の概要
の開示」，「上場会社監査事務所部会の登録の取消し」
の 4種類の措置を行うことになっている（注9）。このよ
うな処分内容の原因として，本稿で注目する会計上の
見積りの監査が取り上げられる場合がある。
② 公認会計士・監査審査会の品質管理に関する活動
平成 15年の改正公認会計士法が施行された平成 16
年 4月以降に実施している品質管理レビューについて
は，行政機関である公認会計士・監査審査会によるモ
ニタリングが行われており，同審査会は，必要に応じ
て各監査事務所に対する「審査」・「検査」を実施して
いる。「審査」とは，日本公認会計士協会の品質管理
レビューの結果を，公認会計士・監査審査会は報告を
受けて検討することであり，「検査」とは，必要に応
じて，公認会計士・審査会が監査事務所や被監査会
社，日本公認会計士協会に立ち入るなどして調べるこ
とである。なお，審査会が実施する審査及び検査は，
個別監査意見そのものの適否を直接主眼とするのでは
なく，協会による品質管理レビューの一層の機能向上
を公益的立場から促すとともに，監査事務所及び外国
監査法人等における業務の適正な運営の確保を図るこ
ととされている。
その結果，監査事務所において監査の品質管理が著
しく不十分であったり，監査業務が法令等に準拠して
いないことが明らかになった場合，また日本公認会計
士協会の「品質管理レビュー」が適切に実施されてい
なかったことが明らかになった場合には，業務の適正
な運営を確保するために必要な行政処分その他の措置
を金融庁長官に勧告し，これを受けて，金融庁から懲
戒処分等が行われる（注10）。
審査会は，平成 16年 4月の発足以来平成 22年度ま
での間に，監査事務所に対して 65件の検査を実施
し，16件について金融庁長官に対して行政処分等の
勧告を行った。また，監査の質の確保・向上に資する
よう，監査の品質管理上の問題点を取りまとめ，関係
者等に示すとともに，監査事務所による自主的な取り
組みを促すため，平成 20年より『監査の品質管理に
関する検査指摘事例集』を作成・公表し毎年改訂して
いる。検査内容について，それが処分の勧告となった
場合や，事例集に示されたり，独立した勧告となる場
合，特定の監査問題を，審査会がどのように判断して
いるのが，把握できる。その中に，本稿の注目する会
計上の見積りの監査も取り上げられており，これにつ
いては補遺に一部示している。
3 会計上の見積りの監査手続と品質管理レ
ビュー担当者の視点
会計上の見積りの監査が，引当金等の個別の会計処
理に関する監査手続としてではなく，独立した項目と
して扱われたのは，比較的最近のことである。日本に
おいて，単独の項目として示されたのは，平成 9年 7
月 23日の公表の監査基準委員会報告書第 13号「会計
上の見積りの監査」（中間報告）である。これが，平
成 14年 9月 3日に一部修正され現在に至っている。
前述したように，平成 22年に第 44号「会計上の見積
りの監査」（中間報告）が公表されているが，これ
は，まだ未発効なので，ここでは，監査基準委員会報
告書第 13号の改訂後の内容を整理する。
監査基準の中に示されたのは，平成 14年の改訂で
5会計上の見積りの監査に関する記述の検討
あり実施基準の三の監査の実施の 5番目に次のように
ある（注11）。
「監査人は，会計上の見積りの合理性を判断するた
めに，経営者が行った会計上の見積りの方法の評価，
その会計上の見積りと監査人の行った会計上の見積り
や実績との比較等により，十分かつ適切な監査証拠を
入手しなければならない。」
① 監査基準委員会報告書第 13号の内容
会計上の見積りについて，監査基準委員会報告書第
13号によると，監査手続上，そして後述の品質管理
レビュー上非常に重要なものとして，次の第 7項があ
る。
「監査人は全体としての財務諸表に関連し，経営者
が行った会計上の見積りの合理性について評価しなけ
ればならない。そのため，監査人は，会計上の見積り
に係る固有リスクの程度及び統制リスクの程度を評価
し，財務諸表に含まれるべき重要な会計上の見積りが
漏れなく合理的に行われていることに関する十分かつ
適切な監査証拠を人手しなければならない。」
会計上の見積りが漏れなく合理的に作成させるとい
うことは，会計上の見積りの網羅性と合理性が監査上
焦点となっていることを意味している。
会計上の見積りの監査手続については，監査基準委
員会報告書第 13号は，「会計上の見積りの必要性」
（第 8項），「会計上の見積りの合理性を確かめるため
の監査手続」（第 9～19項），「会計上の見積りの全体
的な評価」（第 20項）の 3つを以下のように示してい
る。
（1）会計上の見積りの必要性
「会計上の見積りの必要性」とは，特定の項目につ
いて会計上の見積りが必要か不要かを検討することで
ある。これは会計上の見積りの網羅性にもつながる。
ここで監査人は，会社が属する業界の状況，慣行など
の要因を考慮し，「財務諸表に含まれている会計上の
見積りを把握し，その内容を検討」（第 8項（1））と
いう形で，すでに認識されている会計上の見積りの内
容を確認することが出発点となる。次に，新たに会計
上の見積りが必要となる可能性を調べる。すでに示さ
れているものを検討するより，まだ認識されていない
ものを検討するほうが難しく，監査基準委員会報告書
第 13号の第 8項では，会社の事業内容やその変更
（計画を含む），業界の状況及び変更や環境変化に関す
るもの，さらには訴訟や賠償請求及び監督機関の検査
結果などの情報や決算日後の取引及び事象の把握を列
挙している。さらに経営者への質問もあげており，経
営者の把握した状況について，状況の変化や情報の更
新がないかを検討するのである。もし，監査人が，こ
こで失敗すると，本来計上すべき会計上の見積りの未
記載を看過することになる。
（2）会計上の見積りの合理性を確かめるための監査手
続
会計上の見積りは「合理性」の有無という形で検討
される。主観的判断に関連する会計上の見積りについ
ては「正確性」ではなく，会計上の見積り作成時点に
おけるその金額と作成手順の「合理性」を検討すると
考えられる。合理性に関する手続として，次の 3つの
手続が監査基準委員会報告書第 13号の第 9頂に示さ
れている。
）経営者が行った会計上の見積りの方法を次の手続
により検討する。
・仮定の適切性，情報の適切性及び計算の正確性を
検討する。
・実施可能な場合，過年度の会計上の見積りと実績
とを比較する。
・会社の承認手続を検討する。（詳細は第 10～14
項）
）監査人が独自の会計上の見積りを行う。
実施可能な場合，必要に応じ監査人自らが会計
上の見積りを実施し，会社が行った会計上の見積
りと比較してその差異の内容を検討する。（詳細
は第 16～18項）
）決算日後の取引及び事象を検討する。
決算日後の取引及び事象を検討し，確定額又は
確度の高い情報を利用して会社が行った会計上の
見積りと比較してその差異の内容を検討する。
（詳細は第 19節）
実際は，このうちの経営者による会計上の見積りの
方法の検討が重要となる。もし，監査人が，不合理な
仮説や，不適切なデータが含まれた会計上の見積りの
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（経営者の見積り） （監査人の視点）
見積りの存在する状況 見積りの必要性
データ
↓
↓
↓
↓
既存の見積りや
新たな見積りの検討
見積りの合理性
次の手続の選択適用で評価
・経営者の見積りの検討
・独自の見積りの作成
・後発事象等の検討処　理
見積りの全体的な評価
偏向に対する注意
事象→要因→仮定
概算値
財務諸表全体
方法を，そのまま鵜呑みにしたら，合理的ではない会
計上の見積りを看過することになる。
なお，監査対象となる会計上の見積りの方法につい
て，監査基準委員会報告書第 13号の第 4項では，経
営者の会計上の見積りの手順として，（1）会計上の見
積りを必要とする事象を把握する，（2）会計上の見積
りに影響を与える要因を把握する，（3）把握した要因
に関して適切な仮定を設定する，（4）設定した仮定に
基づき適切な情報を収集する，（5）適切な仮定及び情
報に基づき見積金額を計算するという 5つを示してい
る。
（3）会計上の見積りの全体的な評価
監査基準委員会報告書第 13号において「監査人
は，第 17項及び第 19項において，会計上の見積りが
合理的であると判断しても，個々の差額のほとんどが
利益の増減のどちらか一方に偏向している場合には，
差額の合計額が財務諸表に重要な影響を及ぼしている
か否かを検討し，会計上の見積りの妥当性を全体的に
評価する必要がある」という留意事項が示されてい
る。経営者の決算対策の可能性や偏向について，財務
諸表全体の総合的な検討を求めていると見られる。
以上をまとめると，図表 4のような整理が可能であ
る。
その他，監査基準委員会報告書第 13号は，「会計上
の見積りが財務諸表に重要な影響を与えている場合に
は，当該会計上の見積りに関する経営者の見解を『経
営者による確認書』により確かめることを考慮すべき
である。」という経営者確認書の入手（第 21項）及び
「監査人は，実施した監査手続，会計上の見積りの合
理性に関する評価結果等を監査調書に記録しなければ
ならない。」という監査調書（第 22項）に関する記述
がある。
これらの内容が，会計上の見積りの監査において監
査人によって基本的に実施される必要があるものであ
る。
② 品質管理レビュー担当者の視点
監査人は，監査基準委員会報告書第 13号に基づい
て手続を実施するが，品質管理レビュー担当者は，そ
れらの業務の実施に関する監査調書から，その内容を
見ていくことになる。ここでその視点の構図をあらか
じめ想定しておき，以後の議論に役立てたい（注12）。
会計上の見積りの監査について，その業務の内容を
問うならば，その入り口は，当然第 13号の第 22節の
監査調書の記載内容となる。監査手続の実施状況を，
どのように認定するか，そのもとは記録となる。も
し，記録がなければ，その監査手続の実施は，行われ
なかったか，あるいは行われたが記載しなかったかの
どちらかであろう。このような場合，質問等によって
ある程度確認可能であるが，未実施であっても，実施
したという説明もありえる。会計上の見積りの監査に
関して調書に記載があるかどうかが，ある意味形式的
【図表 4】 監査基準委員会報告書 13号の想定する構図
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実施した会計上の見積りの監査手続の監査調書への記載の有無
監査調書に記載あり 監査調書へ未記載・不十分な記載
??????????????
会計上の見積りの監査手続の実施内容
十分かつ適切な証拠を入手する手続の実施 不適切又は不十分な監査手続実施あるいは未実施
監査調書の査閲や審査により監査手続の不備へ対応
会計上の見積りの監査に関する指摘無し
上記の監査手続が放置された状態
なものであるが，チェックする側にとって，最初の分
岐点となる。また第 13号の第 21節の経営者による確
認者の入手の有無も，品質管理レビュー上明確な事項
である。
次に，監査調書に記載があった場合，どのような手
続があったか，その内容が問題となろう。監査基準委
員会報告書第 13号にある会計上の見積りについて，
十分かつ適切な証拠が入手できているかという第 7節
の観点が，一番包括的な要件であるが，会計上の見積
りの状況に応じて，実施すべき手続を実施したかどう
か，不合理な点に気がついたかどうかが重要であろ
う。経営者の会計上の見積りの説明を鵜呑みにする
と，不合理な点や矛盾等に気がつかないことになる。
もし監査手続の実施が不適切や不十分あるいは未実
施であれば，それがその後の監査調書の査閲や審査に
おいて，事務所としてどのように対応したかが問題と
なるが，これは，会計上の見積りの監査の問題という
よりも，事務所全体の品質管理体制の問題となる。
以上を整理すると，図表 5のようになる。品質管理
レビュー担当者による見積りの監査に関する指摘につ
ながるのが，図において網掛けの部分であり，「監査
調書の記載」，「監査手続の内容」，「事務所の品質管理
体制の状況」の 3つの段階が指摘の有無につながる分
岐点であると見られる。なお，この図において見積り
に関して十分かつ適切な証拠を入手した結果，見積り
について検出事項が見つかり，会社に訂正を依頼し，
その結果が，見積りが修正される場合と，修正されな
い場合が考えられるが，この図では，以後の記述と関
係が薄いため省略している。
「監査調書の記載不備」，「不適切または不十分な手
続実施あるいは未実施」，「事務所の品質管理の不備」
の 3点が重要であると想定されるが，実際の見積りの
監査実務においては何が問題であろうか。次節以降，
見積りの監査手続への品質管理側の指摘を見ていく。
4 品質管理レビューにおける会計上の見積りの
監査に関する記述その 1
日本公認会計士協会は，平成 11年以降，「品質管理
レビュー実施結果の概要」を毎年公表している。個別
の事務所に交付した報告書の内容は公開されないが，
該当する事務所数は後に報告されており，後述する会
計上の見積りの監査に関連する事項が把握できる。こ
こでは，まず平成 11年度から 15年度までの自己規制
としてのレビューを 2つに分けて整理する。記述が煩
雑になりがちなので，まずはレビューした事務所件数
などの全般的な内容について図表で示し，見積りに関
【図表 5】 品質管理レビュー担当者から見た会計上の見積りの監査の指摘の流れ
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連する部分のみをさらに本文で説明する形をとる。な
お，レビュー対象となった事務所数については，当初
計画した数，実施した数，レビューが終わらず，次年
度に繰り越された数がある。事務所の数は，事務所同
士の合併や年度途中でレビュー対象からはずれるもの
もあり，不規則な変化も含まれているが，ここではそ
の年度にレビューが実施完了した事務所数を示してい
る。
① 平成 11年度・12年度の内容
「平成 11年度」及び「平成 12年度」の結果につい
て，それぞれ平成 12年 7月 31日と，平成 13年 7月
3日に公表されている。その内容は，品質管理レ
ビューについて，アメリカ等の事例にならって導入し
た経過的ものであり，まずは部分的なレビューを 2年
間かけて一巡させるものであった。基本的には，事務
所の品質管理体制の整備・運用を見るもので，個々の
監査業務を対象とするものではなかったが，公開会社
30社以上を監査する大規模監査事務所について，品
質管理体制に加えて個々の監査業務の品質管理もレ
ビューするものであった。その結果は，図表 6のよう
になっている。
その報告書を見ると，事務所とレビューアーが対立
し激論となった事務所があったという記述もあり，ま
た制度導入当初はレビューを拒否する事務所もあった
ようである。ただ，最近の報告書とは異なりレビュー
件数等の数値は明示されていない。レビュー後の問題
点や課題として，リスク・アプローチや審査，品質管
理について不十分な点など 6項目が報告書で指摘され
た。これについては品質管理審議会から対応する勧告
が示された。会計上の見積りの監査については，当
然，この時期指摘はない。これは，あくまでも導入期
のものであり，後に，問題事例について件数や改善案
が具体的に記載される報告に発展する出発点となるも
のであった。
② 平成 13年度・14年度・15年度の内容
「平成 13年度」・「平成 14年度」・「平成 15年度」
は，それぞれ平成 14年 7月 4日，平成 15年 7月 4日，
平成 16年 7月 7日に公表されたが，今回より，フル・
レビューと呼ばれる品質管理体制の整備・運用と個々
の監査業務の品質管理の両方を対象とするものを全て
の監査事務所に対して行うものとなった。件数等につ
いては，図表 7を参照のこと。
「平成 13年度」以降は，レビュー結果について，以
前に比べると，具体的な記述が示されるようになっ
た。もっとも平成 13年度については，見積りの監査
について言及はないが，平成 14年度になると，はじ
めて会計上の見積りの監査についての記述が，改善報
告事項の主な内容の 2番目に以下のような形で登場し
た（◇は，改行を意味する。以下同じ）。
「会計上の見積りの監査に係る改善勧告事項には，滞
留債権，滞留在庫，販売用不動産，有価証券，繰延税
金資産，退職給付債務等の資産性・回収可能性又は会
計上の見積りの検討に関する検討過程，及びその結果
の文書化の不備に関する指摘が含まれている。◇品質
管理レビューでは，会計監査人が独自の会計上の見積
りを実施することの検討を含め，監査対象会社の会計
処理又は評価の妥当性の検討過程とその結果を明確に
文書化し，不適切な会計処理が判明した場合には会社
に修正を求めることを監査事務所に求めている。」
この内容は，該当する会計処理の例示を列挙して，
【図表 6】 平成 11年度から 12年度までのレビュー結果の一覧
自主規制 1巡目 経過措置として品質管理体制中心のレビューで，大手のみ個別の監査に関する品質をレビューとするものだ
った。レビューアーは 6名で開始。件数の記述無し。
平成 11年度 165事務所（3大事務所を含む）を対象。品質管理体制中心のレビューのため，見積りを含めて特定の監査
業務に関する言及無し。リスク・アプローチ，審査，共同監査の場合の対応，品質管理の実施状況の点検，
マニュアル及び調書の整備状況の 6項目を指摘。
平成 12年度 168事務所（3大事務所を含む）を対象。前年同様に，リスク・アプローチ，審査，共同監査の場合の対
応，品質管理の実施状況の点検，マニュアル及び調書の整備状況の 6項目を指摘。平成 12年度は平成 11年
度の結果に関する勧告への対応を述べている。
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複数の会計上の見積りに対する監査上の検討過程及び
その結果の文書化の不備を指摘するもので，必要に応
じて会社に修正を求めるものであり，実質的には，
「監査調書の記載」を求める形で「会計上の見積りの
監査の適切な実施」を求めるものであった。このよう
な会計上の見積りの監査に関する記述が，その後の品
質管理審議会の勧告やレビュー重点事項の基礎となる
ものであったと見られる。
「平成 15年度」の結果では，レビューにおける重点
実施項目の 3番目に「会計上の見積りの監査に関する
監査手続の妥当性」が挙げられ，レビューの結果，改
善勧告事項が公表されたが，その主なものの 2番目
に，会計上の見積りの監査に関するものがある。この
記述自体，例示列挙と文書化の不備など前年とほぼ同
じものだが，これまでに比べて，会計上の見積りの監
査が大きな論点となったことを示している。
この時期は，品質管理レビューの導入期として当
初，問題にされていなかった会計上の見積りの監査が
重点項目となり，改善報告書の主要な項目となった時
期であり，「監査調書の記載」を中心に改善が求めら
れはじめた時期であった。
5 品質管理レビューにおける会計上の見積りの
監査に関する記述その 2
引き続き，日本公認会計士協会の平成 16年度から
22年度までの「品質管理レビュー実施結果の概要」
より，会計上の見積りの監査に関する指摘を見てい
く。平成 16年度は，公認会計士法の改正をうけてレ
ビューが法的裏付け（第 46条の 9の 2）を得てから
のものであり，体制等の見直しがあった。また平成
19年度より上場企業監査事務所制度が導入され，現
在に至っている。なお，品質管理審議会の勧告が大き
な影響を与えるが，会計上の見積りの監査に関するも
のは，別に第 6節で扱い，ここでは基本的には言及し
ないことにする。
① 平成 16年度・17年度・18年度の内容
平成 16年度・17年度・18年度は，平成 14年の公
認会計士法の改正を受けて，品質管理レビューの法定
化という新たな段階に入った。また後述する公認会計
士・審査会におけるモニタリングを受けることになっ
ている。また品質管理レビューについて，上半期の概
要と年度末の実施結果の 2回にわけて文書が公表され
るようになった。レビューアーは，年度末には 9名と
なっている。件数等については，図表 8を参照のこ
【図表 7】 平成 13年度から 15年度までのレビュー結果の一覧
自主規制 2巡目 フル・レビューの導入，平成 14年に会計上の見積りが登場，平成 15年は重点項目，改善あり
平成 13年度 109事務所を対象にして，104事務所に報告書を交付。99の事務所に対して改善勧告書を交付。フル・レビ
ューに移行した。リスク・アプローチと審査について限定事項があったが件数等の言及無し。その他，マニ
ュアル，手続書，調書の整備や検出事項要約調書の作成，残高確認手続，利害関係の確認が改善事項とな
る。前年の結果に対する勧告への対応も記載。見積りの監査については記述無し。
平成 14年度 119の事務所が対象，ただし繰越分 5を含めて 124事務所の報告書を交付。うち 123の事務所に対して改善
勧告書を交付。リスク・アプローチ，審査，前年件数の多い指摘事項が重点項目となった。改善項目に始め
て見積りの監査に関する記述登場（件数は不明だが，後の報告によると 45らしい）。該当する会計処理の例
示を列挙して，複数の会計上の見積りに対する監査上の検討過程及びその結果の文書化の不備を指摘するも
ので，必要に応じて会社に修正を求めるものであり，会計上の見積りの監査の適切な実施と監査調書の作成
を求めるものであった。
平成 15年度 87の事務所が対象，ただし 1繰越があり 86事務所の報告書を交付。うち 84の事務所に対して改善勧告書
を交付。会計上の見積りの監査が，リスク・アプローチ，審査，継続企業の前提に関する監査に並んで重点
事項となる。高水準（件数は不明だが，後の報告によると 32らしい）であったと明示。該当する会計処理
の例示を列挙して，複数の会計上の見積りに対する監査上の検討過程及びその結果の文書化の不備を指摘す
るもので，必要に応じて会社に修正を求めるものであり，会計上の見積りの監査の適切な実施と監査調書の
作成を求めるものであった。前年度とほぼ同様の記述である。
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と。
平成 16年度の重点的実施項目の 2番目に「会計上
の見積りの監査に関する監査手続の妥当性」が挙げら
れ，次のようなことが示されている。
「本年度は，会計上の見積りに関する資料等を作成依
頼資料（監査業務プロフィール）に新たに加えること
とし，関連する監査調書に含まれている内容を検討す
るとともに，レビュー対象監査チームが，監査基準委
員会報告書第 13号『会計上の見積りの監査』等に準
拠して，監査対象会社の会計処理又は評価の妥当性を
検討し，その検討と検討結果を明確に文書化している
かどうかを慎重に検討する。」
会計上の見積りの監査は，前年に引き続き重点事項
であり，さらに資料を作成させレビューすることに
なっており，また「監査対象会社の会計処理又は評価
の妥当性を検討」とあり，さらに監査人の手続の内容
を重視している
その結果，公表の「平成 16年度・品質管理レ
ビュー実施結果の概要」（平成 17年 7月 5日公表）
「平成 17年度・品質管理レビュー実施結果の概要」
（平成 18年 7月 4日公表）「平成 18年度・品質管理レ
ビュー実施結果の概要」（平成 19年 7月 4日公表）等
では，会計上の見積りの監査は，大きく取り上げら
れ，関連して改善報告書数を交付した事務所数は，
54，71，79となっている。平成 17年度より法改正の
施行日との関係当年度により，対象とする事務所は，
公開会社の監査を行っている事務所に加えて，「大会
社等」の監査を行う事務所も対象となり，約 500近く
増加することになっており，そのため会計上の見積り
の監査に関する数値が増えている。
なお，年度ごとの特徴としては，平成 16年度の
み，別添の「改善勧告事項の概要」で，発見事項と必
要な改善措置が示されており，会計上の見積りの監査
について，繰延税金資産，退職給付引当金，貸倒引当
金，投資有価証券・関係会社株式，その他の 5つに分
けて示している。これは個々の監査事務所に交付した
ものを修正してまとめたものであり，筆者の調べた範
囲では，平成 16年度のみ公表されており，品質管理
【図表 8】 平成 16年度から 18年度までのレビュー結果の一覧
法定化 1巡目 公認会計士法改正後最初のレビュー。公認会計士・監査審査会のモニタリング開始。17年度より適用企業
が拡大。上半期の概要と結論の 2回に分けて公表。また改善策の件数が明示されるようになった。
平成 16年度 94事務所に対して実施して，86事務所に報告書を交付。83の事務所に対して改善勧告書を交付。リスク・
アプローチ，見積りの監査，改善報告のフォローアップが重点項目となった。結果として，見積りの監査手
続の妥当性について 54の事務所に改善勧告がなされた。その内容について内訳【退職給付引当金 44，繰延
税金資産 28（2），滞留債権 4，関係会社株式・非上場株式 6（1），その他 8（2），（括弧中は限定事項数）】
と本年度にかぎり付録としてその内容が示されている（補遺参照）。レビューアーは 9名。
平成 17年度 法の改正により，従来の上場企業に加えて会社法の大会社等も加わり，対象事務所が増大した。140事務所
に対して実施して，139事務所に報告書を交付。139の事務所に対して改善勧告書を交付。監査人の独立性
確保や改善報告のフォローアップ，リスク・アプローチ等の 6つの重点事項があり，その中の 5番目「監査
意見の形成過程における監査手続の十分性」として会計上の見積りの監査が言及されている。結果として，
見積りの監査手続を意見形成段階の問題として 71の事務所に改善勧告がなされた。そのうち 9は，限定な
いし否定的結論を含むものであった。その内容について内訳【退職給付引当金 48，繰延税金資産 39（3），
関係会社株式・非上場株式 27（2），滞留債権（貸倒引当金）25（8），滞留在 10（2），販売用不動産 3，そ
の他 8（2），（括弧中は限定事項数）】が示されている。改善状況も記録されている。
平成 18年度 137事務所に対して実施して，前年度の未了の事務所を含めて 142事務所に報告書を交付。142の事務所に
対して改善勧告書を交付。監査人の独立性確保や改善報告のフォローアップ，リスク・アプローチ等の 5つ
の重点事項があり，その中の 5番目「監査意見の形成過程における監査手続の十分性」として会計上の見積
りの監査が言及されており，見積りに関する扱いは前年と同様である。結果として，見積りの監査手続につ
いて 79の事務所に改善勧告がなされた。そのうち 10は，限定ないし否定的結論を含むものであった。内訳
として示される項目【退職給付引当金 41（2），繰延税金資産 31（5），滞留債権（貸倒引当金）19（4），関
係会社株式・非上場株式 14（2），固定資産の減損会計 13（1），デリバティブ取引 8，賞与引当金 6，役員退
職慰労金 6，その他 15（括弧中は限定事項数）】も増え減損やデリバティブ取引などが追加された。上場・
非上場という区分が加わった。
11会計上の見積りの監査に関する記述の検討
レビューの具体的な活動を知る上では貴重な存在であ
る。
平成 17年度は，対象企業数が増えたのは，前述し
たとおりであるが会計上の見積りの監査については，
平成 17年 6月 16日付けの「平成 16年度の品質管理
委員会活動に関する勧告書」の勧告事項の 3番目に取
り上げられており，当年度より重点的実施事項の 5番
目の「監査意見の形成過程における監査手続の十分
性」を確認する一環として次のように取り扱った。
「レビュー対象となった監査業務の事前準備段階にお
いて，監査事務所から入手した資料（特に，QCQ400
『Ⅶ．レビューの参考とする重要な事項に関する資料』
に含まれている会計上の見積りの監査等に関する事
項）及び有価証券報告書等を閲覧して，重要な監査項
目及びリスクが高いと判断される項目をレビュー対象
として，監査人が必要かつ十分な監査手続を実施し，
監査調書に実施した手続とその結果を適切に文書化し
ているかどうかを検討する（以下略）。」
これは，品質管理レビューの前に監査人が作成する
ものに，見積りに関するものを作成させて含めること
を求めるものであるが，従来のように「会計上の見積
りの監査」ではなく，「監査意見の形成過程における
監査手続の十分性」という項目の代表的な検討事項に
含める形の変更であり，近年まで「監査意見形成上の
重要性のある事項」の中で会計上の見積りは扱われる
ようになった。
平成 18年度においても，会計上の見積りの監査に
ついては，引き続き，重点的実施事項の 5番目の「監
査意見の形成過程における監査手続の十分性」を確認
する一環として取り扱うということが上半期の概要等
に前年度同様の内容が示されており，引き続き改善を
求めているが，改善が必要な事務所は，高水準であっ
た。
この時期は，図表 8のように見積りの監査の具体的
な項目の件数が示されており，会計上の見積りの監査
に関して，報告書でも重視されていた時期であった。
その後，品質管理レビューの結果の報告様式が変わ
り，見積りの監査の具体的な項目別の件数は公表され
ないようになる。
② 平成 19年度・20年度・21年度・22年度の内容
平成 19年度・20年度・21年度・22年度は，法定
化された品質管理レビューの 2巡目以降となる。平成
19年度より上場企業監査事務所制度が導入されたの
が大きな変化である。これには「従来は品質管理レ
ビューの個別の結果を公表していなかったが，上場企
業を監査している事務所については，この制度により
品質管理レビューの結果を社会の目に見える形にする
ことにより，監査業務の品質向上を促す」という意図
が示されている。フォローアップ・レビューが実施さ
れることになったが，これは，上場会社監査事務所部
会に登録している監査事務所のうち，当年度品質管理
レビューをうけていない事務所を対象にするものであ
る。レビューアーは，平成 19年度末には 29名となっ
ている。件数等については，図表 9を参照してほしい
が，品質管理レビューの結果の報告様式が変わり，見
積りの監査についての記述は減っている。
平成 19年度のレビューでは，会計上の見積りの監
査について，監査・会計上の重要事項への対応として
「監査意見の形成過程における重要事項の検討状況の
確認」の中で，次のような例示として示されるように
なった。
「会計上の見積りの監査等の監査意見形成過程におけ
る重要事項につき，レビュー対象として選定した監査
業務に関して，監査事務所から入手した資料及び有価
証券報告書等を閲覧して，仮定の設定などに関して監
査人がその合理性について慎重に検討しているかどう
かを，前年度に引き続き確かめる。」
平成 20年度のレビューについては，「（3）監査意見
形成過程における重要事項の検討状況の確認」におい
て次のような対応が打ち出された。
「会計上の見積りの監査等の監査意見形成過程におけ
る重要事項は，主観的判断を伴う場合も多く，監査人
はその合理性について慎重に検討するとともに，十分
な審査を実施する必要がある。しかしながら，平成
19年度の品質管理レビューにおいても，会計上の見
積りの監査及び監査業務の実施に係る審査に関する事
項について，多くの監査事務所に対して不備が指摘さ
れている。そのため，会計上の見積りを含む要検討事
項や要修正事項等の監査意見形成過程における重要事
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項の取りまとめと検討が適切に実施され，また，これ
らの重要事項が監査業務に係る審査の対象となってい
るかどうかを前年度に引き続き確かめる。」
平成 21年度については「（5）監査意見形成上の重
要事項の検討状況及び継続企業の前提に対する適時な
対応の確認」において，代表的な見積り項目をあげ
て，次のような対応が述べられている。
「現在の経済環境に鑑みると，『繰延税金資産の回収可
能性』，『固定資産の減損処理』，『有価証券の評価』等
の会計上の見積りの監査及びこれらの事項に対する審
査は，監査意見形成上の重要事項である。したがっ
て，平成 20年度に引き続き，監査事務所がこれらの
重要事項について適切に対応しているかについて確か
める（以下略）。」
平成 22年度についても，勧告事項 7の「監査意見
形成上の重要性のある事項の検討」において，前年と
同様の内容が示されているが，その結果，監査事務所
に対する主な勧告事項として，「監査人としての検討
過程及び判断の根拠が監査調書に明確に記録されてい
ない」「会社から入手した資料の正確性及び網羅性に
関する監査証拠を入手していない」という前年度には
なかった記述が示された。
この時期の会計上の見積りの監査は，品質管理レビ
ューに関する報告書を見る限り，継続的な事項として
改善を求める事項として扱われ，記述もこれまでに比
べると少なくなっているが，平成 22年度についてや
や変化が見られるようになっているようである。
会計上の見積りの監査についての改善勧告の対象と
なった件数は，平成 14年より平成 22年度までの 9年
間について抜き出すと，45件，32件，54件，71件，
【図表 9】 平成 19年度から 22年度までのレビュー結果の一覧
法定化 2巡目以降 平成 19年度より上場企業監査事務所制度導入，フォローアップ・レビューが実施された。
平成 19年度 109事務所を対象にして，104事務所に報告書を交付。99の事務所に対して改善勧告書を交付。レビューア
ーは 28名である。重点事項は，大項目が 5つあり，そのなかに監査・会計上の重要事項への対応として見
積りの監査が含まれている。その結果，見積りの監査について限定事項が付された事務所は 5であったが，
改善勧告事項は 99であった。フォローアップ・レビューで会計上の見積りの監査に関する事項となったの
は，73あり，そのうち 58は改善済みであった。
平成 20年度 通常の品質管理レビューとして 120の事務所が，フォローアップ・レビューとして 68事務所，再フォロー
アップ・レビューとして 14の事務所が対象となっていた。レビューアーは 28名である。119の事務所が対
象，ただし繰越分 5を含めて 124事務所の報告書を交付。うち 123の事務所に対して改善勧告書を交付。重
点事項は，大項目が 5つあり，そのなかの監査意見形成過程における重要事項の検討状況への確認として見
積りの監査が含まれている。見積りの監査について限定事項が付された事務所は 9であったが，改善勧告事
項は 96であった。フォローアップ・レビューで会計上の見積りの監査に関する事項となったのは，56あ
り，そのうち 46は改善済みであった。再フォローアップ・レビューで会計上の見積りの監査に関する事項
となったのは，5あり，全部が改善済みであった。
平成 21年度 通常の品質管理レビューとして 85の事務所が，フォローアップ・レビューとして 65事務所，再フォローア
ップ・レビューとして 16の事務所が対象となっていた。レビューアーは 27名である。重点事項は，大項目
が 5つあり，そのなかの監査意見形成過程における重要事項の検討状況への確認として見積りの監査が含ま
れている。記述が整理され，会計上の見積りの監査については，限定事項が付された事務所は 2であった
が，それを含めると改善勧告事項は 56であった。フォローアップ・レビュー等で，全体の改善については
示されているが，会計上の見積りといった個別の項目についてどのように対応されたのか，報告書では示さ
れていない。
平成 22年度 通常の品質管理レビューとして 99の事務所が，フォローアップ・レビューとして 56事務所，再フォローア
ップ・レビューとして 11の事務所が対象となっていた。レビューアーは 27名である。重点事項のなかの監
査意見形成過程における重要事項の検討状況への確認として見積りの監査が含まれている。その結果，会計
上の見積りの監査については，限定事項が付された事務所は 1であったが，それを含めると改善勧告事項は
68であった。前年度とは異なり，監査事務所に対する主な勧告事項の例として，「監査人としての検討過程
及び判断の根拠が監査調書に明確に記録されていない」，「会社から入手した資料の正確性及び網羅性に関す
る監査証拠を入手していない」という記述が示されている。
13会計上の見積りの監査に関する記述の検討
79件，99件，96件，56件，68件となる。分母であ
る対象事務所数も変わっているので，この件数には注
意が必要だが，会計上の見積りの監査は，改善も進ん
でいるようだが，依然として指摘の多い改善事項とし
て大きな位置を占めていることは間違いないであろ
う。
3節で品質管理レビュー担当者の視点として見積り
の監査の改善について，「監査調書の記載不備」，「不
適切又は不十分は監査手続の実施あるいは未実施」，
「事務所の品質管理の不備」の 3点が想定したが，実
際の問題事例としては，品質管理レビューの初期は，
監査調書の記載に関連した問題点の指摘と改善を求め
るものが多かったが徐々に言及されなくなってきたよ
うであり，やはり見積りの監査手続の実施内容に関す
るものが多いような印象がある。一方で，事務所の品
質管理の不備を，見積りの監査に限定して述べている
例は見あたらず，はっきりしないようである。
6 品質管理審議会の会計上の見積りの監査に関
する勧告
これまで見てきた品質管理レビューにおいて大きな
役割を果たしてきた品質管理審議会の会計上の見積り
の監査に関する勧告を整理すると図表 10のようにな
る。
品質管理レビューは，前述したように「レビュー実
施・結果報告」→「結果に対する勧告」→「勧告に対
応したレビューの方針」→「レビュー実施結果報告」
というサイクルで展開されており，品質管理レビュー
の方針や結果に，この記述が影響するのであり，ここ
でその勧告のうち会計上の見積りに関する部分を抜き
出した。このように見ていくと，会計上の見積りの監
査に関する品質管理レビューについては，重点項目と
なりつつも，継続的に扱われ現在に至っているのであ
る。
監査上の問題が継続して存在する場合，品質管理レ
ビュー上，問題点を指摘し，その対応を求めることに
なる。その際の記述においては，二点考えられる。一
点は，監査手続について，総論的あるいは抽象的な記
述にとどめるか，見積りの監査として具体的になにか
を要求するか，もう一点は，具体的な会計処理に言及
するかどうかである。この視点から，見積りの監査に
関する品質管理審議会の勧告の記述を整理してみる。
まず平成 17年度向け及び 18年度向けの勧告は，
「会計上の見積りの監査が適切に実施されるように，
改善を図られたい」という記述であり，総論的である
が，具体性のないものであった。
平成 19年度向け及び 20年度向けの勧告は，「その
合理性について慎重に検討しているか，会計上の見積
りを含む要検討事項や要修正事項等の取りまとめと検
討が適切に実施されているか，また，重要事項は監査
意見表明のための審査において審査対象となっている
か」という見積りの監査に関する具体的なものであっ
た。
平成 21年度向け及び 22年度向けの勧告は，「会計
上の見積りについては，（一部略）繰延税金資産の回
収可能性，固定資産の減損処理，有価証券の評価等が
監査上の重要事項となっている」というもので，個別
の会計処理に関連させつつも，「したがって，これら
の事項については，前年度に引き続き品質管理レ
ビューにおいて確認されたい」とあり，見積りの監査
としての改善目標は，何も示さない形となっている。
平成 23年度向けの勧告となると，「更に詳細に内容
を分析し，その結果を参照しつつ，平成 23年度の品
質管理レビューにおいて監査事務所の品質管理の一層
の改善に向けて指導されたい。」とあり，具体的な会
計処理への言及がなくなっている。
品質管理審議会の勧告の文面は限られており，また
政策的な配慮や作成者の志向や判断も反映されてお
り，明確ではないが，それでも品質管理レビューに大
きな影響を与えるものであり，一般的に具体的な問題
点の指摘と必要な改善内容を示したほうが効果的であ
ろう。具体的な問題点の指摘と必要な改善内容は，勧
告ではなく，後述する公認会計士・監査審査会の公表
している「監査の品質管理に関する検査指摘事例集」
を活用して業務改善を図ることも可能であり，必ずし
も品質管理審議会の勧告だけで業務改善が進むわけで
はないが，総論的・抽象的的な記述か具体的な記述か
どうかは，扱う問題の性格を反映しつつも，品質管理
レビュー担当者の姿勢も部分的には反映していると見
られる。現在の日本の財務諸表監査で，会計上の見積
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りの監査ではなにが重要なのか，さらに検討が必要で
あろう。
7 公認会計士・監査審査会による会計上の見積
りの監査に関する記述
公認会計士・監査審査会は，平成 16年 4月 1日に
金融庁に設置された。昭和 24年に設置された公認会
計士審査会がもとに拡充されたものであった。その主
要な業務に，「公認会計士試験の実施」，「公認会計
士・監査法人の懲戒処分等の審議」に並んで，「品質
管理レビューの審査・検査」があり，日本公認会計士
協会の品質管理レビューの報告に基づいて，審査及び
必要に応じて立入検査を実施する。図表 11がその実
績である。
なお，日本公認会計士協会への立入検査は，平成
17年 3月，平成 19年 5月に行われた。公認会計士・
監査審査会による審査及び立入検査の結果，複数の文
書が公開されている（図 12参照）。
また，平成 18年から 19年にかけて，規模別に監査
法人の品質管理を論じた文書において，会計上の見積
【図表 10】 品質管理審議会の見積りの監査に関する勧告一覧
平成 17年度 向
け勧告
「会計上の見積りに関する監査への対応」 会計上の見積りに関する改善勧告事項が増加傾向にある。会計上
の見積りに関する監査が適切に実施されるよう，改善を図られたい。
平成 18年度 向
け勧告
「会計上の見積りに関する監査への対応」 会計上の見積りの監査は，仮定の設定などに関して主観的判断を
伴うため，監査人はその合理性について慎重に検討し，十分かつ適切な監査証拠を入手しなければならない
が，会計上の見積りに関する改善勧告事項は，平成 17年度レビューにおいても相当数あった。引き続き会
計上の見積りの監査が適切に実施されるよう，改善を図られたい。
平成 19年度 向
け勧告
「監査意見の形成上重要性のある事項の検討」 仮定の設定などに関して主観的判断を伴う会計上の見積りの
監査において監査人がその合理性について慎重に検討しているか，会計上の見積りを含む要検討事項や要修
正事項等の取りまとめと検討が適切に実施されているか，また，重要事項は監査意見表明のための審査にお
いて審査対象となっているかについて，品質管理レビューにおいて確認されたい。
平成 20年度 向
け勧告
「監査意見の形成上重要性のある事項の検討」 平成 19年度の品質管理レビューにおいて，「監査意見形成過
程における重要事項の検討状況の確認」を掲げ，レビューを行っているが，「会計上の見積りの監査に関す
る事項」及び「監査業務の実施に係る審査に関する事項」に関しては，改善勧告を行った監査事務所の比率
が依然として高水準である。したがって，前年度に引き続き，仮定の設定などに関して主観的判断を伴う会
計上の見積りの監査において，監査人がその合理性について慎重に検討しているか，会計上の見積りを含む
要検討事項や要修正事項等の取りまとめと検討が適切に実施されているか，また，重要事項は監査意見表明
のための審査において審査対象となっているかについて，品質管理レビューにおいて確認されたい。
平成 21年度 向
け勧告
「監査意見形成上の重要性のある事項の検討」 平成 20年度の品質管理レビューにおいても，「会計上の見積
りの監査に関する事項」及び「監査業務の実施に係る審査に関する事項」に関しては，ともに限定事項及び
改善勧告事項が付された監査事務所が依然として多く見られる。会計上の見積りについては，現在の経済環
境に鑑みると，繰延税金資産の回収可能性，固定資産の減損処理，有価証券の評価等が監査上の重要事項と
なっている（一部略）。したがって，これらの事項については，前年度に引き続き品質管理レビューにおい
て確認されたい。
平成 22年度 向
け勧告
「監査意見形成上の重要性のある事項の検討」 平成 21年度の品質管理レビューにおいても，「会計上の見積
りの監査に関する事項」及び「監査業務の実施に係る審査に関する事項」に関しては，ともに限定事項及び
改善勧告事項が付された監査事務所が依然として多く見られる。会計上の見積りについては，近年の経済環
境に鑑みると，繰延税金資産の回収可能性，固定資産の減損処理，有価証券の評価等が監査上の重要事項と
なっている（一部略）。したがって，これらの事項については，前年度に引き続き品質管理レビューにおい
て確認されたい。
平成 23年度 向
け勧告
「指摘の多い項目に対する改善促進の指導」平成 22年度は全般的に前年度と比べ，品質管理の改善が進み，
一定の成果が現れていると思われるが，年次報告書による分析結果を個別に見れば，依然として指摘の多い
項目がある。改善勧告事項として挙げられている項目のうち，「リスク・アプローチに基づく監査の実施に
関する項目」及び「会計上の見積りの監査に関する事項」については，指摘された監査事務所が多数ある。
（一部略）更に詳細に内容を分析し，その結果を参照しつつ，平成 23年度の品質管理レビューにおいて監査
事務所の品質管理の一層の改善に向けて指導されたい。
15会計上の見積りの監査に関する記述の検討
りの監査に関して，図 13のように記述している。
このように，会計上の見積りの監査が，公認会計
士・監査審査会にとって問題であった。その結果，平
成 19事務年度版［平成 19年 7月～平成 20年 6月］の
『公認会計士・監査審査会の活動状況』において，会
計上の見積りの監査を 17－19頁にわたって取り上げ
ている。
そこでは，各監査業務に共通する問題点として，経
営者確認書，監査調書の査閲，審査という 3点をとり
あげ，さらに個別の問題点として，貸倒引当金，投資
有価証券及び関係会社株式の評価，棚卸資産の評価，
繰延税金資産の回収可能性がとりあげている。このよ
うな記述は，この年度かぎりであったが，以後も見積
りの監査では重視されている。
さらに，公認会計士・監査審査会は，監査の問題に
ついて，『監査の品質管理に関する検査指摘事例集』
を平成 20年から，監査事務所による監査の品質の維
持・向上を図るための自主的な取り組みを促すことな
どを目的として公表し，毎年改訂している。そこで
は，多数の項目について，会計上の見積りの監査が取
【図表 11】 品質管理レビュー結果の審査
平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度
レビュー数 94 140 137 131 120 83 99
立入検査 4
8
＋4大監査
法人
13
＋3大監査
法人
11 6 7 9
＊事務年度は 7月 1日から 6月 30日までであり注意が必要。但し平成 16年度は変則的，平成 21年度より 4月 1日から 3月 31日
までとなっている。
【図表 12】 公認会計士・監査審査会の品質管理に関する公表文書
平成 17年 2月 9日
平成 18年 6月 30日
平成 18年 11月 8日
平成 19年 3月 16日
平成 19年 6月 29日
平成 19年 7月 31日
平成 20年 2月 28日
「品質管理レビューの一層の機能向上に向けて－日本公認会計士協会による品質管理レビューの実
態把握及び提言－」
「4大監査法人の監査の品質管理について」
「小規模監査事務所の監査の品質管理について」
「中小規模監査事務所の監査の品質管理について」
「3大監査法人の業務改善状況について」
「日本公認会計士協会の品質管理レビューの改善状況について」
「監査の品質管理に関する検査指摘事例集」の公表について（その後，毎年改訂されている）
【図表 13】 主な会計上の見積りに関する見解
4大監査法人の監査の品質管理について（平成 18年 6月 30日）
棚卸資産の評価，有価証券の評価，関係会社投融資の評価，貸出債権の評価，貸倒引当金の会計上の見積り，繰延税金資産・
負債等の会計上の見積り，さらに不動産の流動化についての検討に関する監査手続が不十分な事例が複数の法人に認められ
る。
小規模監査事務所の監査の品質管理について（平成 18年 11月 8日）
監査人が，経営者が行った会計上の見積りの合理性についての判断過程及び結論を記録に残していなければ，会計上の見積り
に係る固有リスクの程度及び統制リスクの程度を評価し，財務諸表に含まれるべき重要な会計上の見積りが漏れなく合理的に
行われていることに関する十分かつ適切な監査証拠を入手しているか否かが不明である。このように判断過程等が明らかでな
い事例については当審査会の検査においても認められている。
中小規模監査事務所の監査の品質管理について（平成 19年 3月 16日）
会計上の見積りについては，中規模監査法人の検査において，退職給付引当金及び繰延税金資産に関して監査手続が不十分な
ものが多くみられる。◇具体的には，退職給付引当金については，年金資産残高に対する直接確認を実施していないものや退
職給付債務に関する計算書を人手していないものがみられる。また，繰延税金資産については，回収可能性の判断において検
討が不十分なものがみられる。◇そのほかに，貸倒引当金等の引当金の評価，関係会社株式等の有価証券の評価，固定資産の
減損などに検討が不十分なものがみられている。
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り上げられている。この事例の一部は，補遺に示す。
また近年の処分を求める勧告の事例においては，会
計上の見積りの監査についても言及されたものがあ
る。その一例が以下のようなものである。
「2．監査業務の実施については，業務執行社員等に
おいて，監査の基準に関する理解が不十分であるこ
と，監査業務の品質を確保するという意識が著しく不
足していることなどから，リスク・アプローチに基づ
く監査計画を策定しておらず，また，会計上の見積り
の監査等の監査手続において，十分かつ適切な監査証
拠を入手していないなど，監査の基準に準拠した監査
手続が行われていない監査業務が広範にみられる。」
勧告は，会計上の見積りの監査のみで行われるわけ
ではないが，監査手続の質を示す代表例として扱われ
るようになっている。
以上が，公認会計士・監査審査会の会計上の見積り
に関する活動である。日本公認会計士協会の品質管理
レビューの対象と同じものを扱いつつも，機関の性格
上，処分対象となりうる問題事例を中心に扱うため，
不備の指摘が目立つが，『監査の品質管理に関する検
査指摘事例集』の公表も継続的に行っており，これら
の活動の両面を注視する必要がある。
なお，公認会計士・監査審査会の最初の常勤委員で
あった脇田氏は，「『会計上の見積りの監査』におい
て，被監査会社の提供する情報に依存し過ぎます。裏
をとる手続が実施されていない例が多く見られます。
監査人の『職業的懐疑心』をさらに保持して，監査が
行わなければならないと思います。」と述べている
［脇田，2009年，p.17］が，これもまた日本の会計上
の見積りの監査の一面を示すものかもしれないが，日
本公認会計士の品質管理レビューの報告書では，明示
的に取り上げられていないところであり，さらなる検
討が求められる部分である。
8 会計上の見積りの監査手続に関する指摘の意
味と限界
近年，重要視されている会計上の見積りの監査につ
いて，日本では基本的には監査基準委員会報告書第
13号が平成 9年に公表され翌年より対応が求められ
てきた。しかし，この手続の実施の妥当性について
は，日本公認会計士協会の品質管理レビューにおいて
重点項目として取り上げられた結果，会計上の見積り
の監査は，多くの事務所に指摘があり改善が求められ
つつも，高水準のまま，現在に至っていることが明ら
かとなった。
これらの指摘の意味として，ここでは，日本の見積
りの監査に指摘・改善事項が多い理由と，品質管理レ
ビュー担当者の対応について少し検討する。
まず，日本の見積りの監査に指摘・改善事項が多い
理由について，近年の財務報告の変化で会計上の見積
りの重要性が高まったため，品質管理レビューにおい
て，会計上の見積りの監査が重視されたことがその一
因であろう。また比較的最近になって監査手続が明確
にされたものであり，伝統的な他の監査手続に比べる
と，定着が浅く，改善点の指摘が多いことも考えられ
る。
見積りの監査が品質管理レビューの重点項目として
取り上げられつつも，高水準の改善事項が示され続け
ることについては，追加的な検討が必要である（注13）。
ただ，これほど，会計上の見積りの監査がレビュー項
目として重視され，改善報告書が交付され，それにつ
いてのフォローアップ・レビューが実施されてきたこ
とは，おそらく会計上の見積りの監査について，手続
の実施が徹底化する影響をもたらした可能性がある。
今後，会計上の見積りの監査について検討する場合，
これらの品質管理レビューで長期間に取り上げられた
ということを考慮しなければならない。
次に，これらの状況に対する品質管理レビュー担当
者の対応内容も検討すべき事項である。品質管理レビ
ューにおいて，会計上の見積りへの指摘件数の減少が
目標であり，このためには，個別の事務所に対する改
善報告書での対応と，レビューに関する報告書での対
応がある。前者のほうが具体的であるが，公開されて
おらず，一部平成 16年度の付録にあるが，具体的な
財務諸表項目についての手続における不備の指摘とな
っている。一方で，レビューに関する報告書では，記
述は年度によって違うものの，基本的には見積りにつ
いては包括的ではあるが具体性を欠く一般的な記述と
なっている。
品質管理レビューにおける見積りの監査についての
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包括的で抽象的な記述と具体的な個別の指摘の使い分
けは，それぞれの対象や目的の違いから来るものであ
る。個別事務所の業務改善としては，個別の具体的な
指摘のほうが有益であろう。一方，外部に公開される
年度毎の品質管理レビューの結果の報告書は，紙幅の
都合または政策的な配慮あるいは作成者の志向や判断
がまざっており，問題の所在と対応を一般的に公開す
るものとみられる。実際，監査調書の作成以外の手続
の実施については，「合理性の検討」や「独自の会計
上の見積り」，「仮定の合理性」などの表現が一部に使
われたこともあり，品質管理レビュー担当者の認識が
ある程度反映されているが，総じて包括的で抽象的な
表現である。前述した脇田氏のコメントに見られるよ
うな面は，なかなか浮かび上がってないのであり，品
質管理レビュー制度の性格からくる限界と見られ
る（注14）。現行の品質管理レビュー関連の公表文献で
は，見積りの監査における判断の問題等は伺えず，別
の手段による調査研究が必要と見られる（注15）。
公認会計士・監査審査会も，日本公認会計士協会の
品質管理レビューについて審査し，必要に応じて立ち
入り検査等を実施しているが，その詳細は公表されて
いない。ただ，問題のある事務所については，処分勧
告があり，そこで会計上の見積りの監査に言及されて
いる。会計上の見積りの監査は，財務諸表監査の一部
にすぎず，見積りの監査のみで処分されるわけではな
いが，監査の品質を見る一つの大きな指標的な位置づ
けとなっているようである。また，『検査指摘事例集』
においても，多数の会計上の見積りの監査の問題事例
が示されており，業務改善のためにまとめられてお
り，事例として抽象化されているものの，日本の会計
上の見積りの監査における問題点が示されている。
とはいえ，本稿の検討は，公表文書を対象としてお
り，その記述の範囲での検討であり，追加的調査が難
しく，また表現の濃淡が，実際の監査問題の変化の反
映なのか，作成者の文章表現の問題なのか明確には識
別できず，あくまでも，会計上の見積りの監査の近年
の動向の概要を整理したにすぎず，これで完結するも
のではなく，今後の調査研究へ展開していかなければ
【補遺図表】 会計上の見積りの監査の問題事例の例示
A 貸倒引当金（平成 16年度に公表された付録である公認会計士協会のレビューにおける改善報告書の内容）
発見事項
・監査対象会社作成資料が監査調書としてファイルされているが，個々の債権について貸倒引当金設定根拠を検討した監査手
続及びその結果が明確に文書化されていない。
・貸倒引当金が過年度の未回収率に基づき計上されている。
必要な改善措置
監査人としての判断の過程と根拠を監査調書に明確に記録しておく必要性がある（過年度の回収率が，未回収残高の将来回
収率として利用できるかどうかの検討等）。
関連法令，規則等 基準報告書第 13号「会計上の見積りの監査」
B 貸倒引当金（平成 19年度の『公認会計士・監査審査会の活動状況』）
貸倒引当金に関しては，債務者区分及び貸倒見積高の算定において，次のような事例がみられる。
・被監査会社は，子会社の株式に対しては全額を減損損失として処理しているにもかかわらず，当該子会社への貸付金に対し
ては貸倒引当金を計上していない。被監査会社の当該処理に関して，会計上の見積りに用いられた仮定の整合性に係る監査
人の検討は首尾一貫したものとなっていない。
・被監査会社が有する長期貸付金は，滞留債権となっているが貸倒引当金は計上されていない。しかしながら，監査人は，被
監査会社に債権評価のルールがないためとして，貸倒懸念債権等の分類が妥当か否かについて，十分な検討を行っていな
い。また，滞留債権について評価減すべきか否かの検討を行っていない。
C 貸倒引当金（『監査の品質管理に関する検査指摘事例集 23年度版』p．20）
・連結子会社の売掛金（その残高は重要性の基準値を超えている）について，滞留債権の有無の把握や，貸倒引当金の十分性
を検討するための手続を実施していない。【平成 22年度検査】（監査基準委員会報告書第 13号第 7項）
・被監査会社の売掛金の回収状況が良好ではないことを把握していたことから，売掛金の評価に関する監査手続として，滞留
債権の有無について財務部長等に質問し，被監査会社が作成した売掛金の年齢調べ表等をレビューするとともに，予定どお
り入金されていない得意先について，個別に理由を聴取することにより，貸倒引当金の追加計上の必要はないと判断したと
している。しかしながら，監査チームは，当該判断に至る検討過程を監査調書に記載していない。【平成 21年度検査】（監査
基準委員会報告書第 13号第 12・13・22項，同報告書第 31号第 11項）
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ならない。
なお，会計上の見積りの監査については，近い将
来，監査基準委員会報告書第 13号を改訂した監査基
準委員会報告書第 44号に基づいて実施されることに
なる。これはリスク・アプローチの導入，会計上の見
積りの不確実性概念の導入など，大きな変化とな
る（注16）。第 44号に基づいていかに監査するのかが問
題となり，それが将来的には，品質管理レビューにつ
いてどのように扱われるか，改めて検討したい。
（補遺） 会計上見積りの監査の問題事例の例示
監査の事例について，次の 3つの文書を対比させ
る。まずは，平成 16年度に公表された付録である公
認会計士協会のレビューにおける「改善報告書の概
要」を示したものである。これは，あくまでも概要だ
が，実際に監査事務所に示された改善内容を示すもの
である。これを Aとする。
次に，公認会計士・監査審査会が，平成 19年度の
『公認会計士・監査審査会の活動状況』で，見積りの
監査を重点としたときの記述であり，これを Bとす
る。これは，後の事例集に展開していくものである。
最後に『監査の品質管理に関する検査指摘事例集』の
23年度版を Cとし，これらを参考のために対比させ
る。この 3つが揃うものとしては，ここでは紙幅の都
合もあり貸倒引当金に関する事例を抜き出す。
これをまとめた前頁の図表を見ると，Aでは，「発
見事項」と「必要な改善措置」の 2点からの記述にな
るが，監査調書に関する指摘が特徴となる。それに対
して Bは，見積りの監査手続としての問題点を指摘
している。最後の Cは，年度によって事例が入れ替
えられるが，手続そのものの問題と，監査調書の記載
の形から，経営者の説明を鵜呑みにしたことを指摘し
ており，より本質的に問題のある手続を示しているよ
うである。このように，事例を示し，監査上の問題点
に監査人の注意を引いているのである。
Aも Bも一年だけ公表されたものである，毎年改
訂公表されている Cが，現在一般的になっており，
公認会計士・監査審査会が，守秘義務等に配慮しつつ
も，問題事例を示し，個々の監査事務所の業務改善で
活用されることを期待しているようである。
注
1） 会計上の見積りの浸透を示す一例として，平成 14年に改
訂された監査基準委員会報告書第 13号の付録の次のよう
な例示がある。
・市場性のない有価証券の実質価値 ・金融商品の時価
評価に用いる合理的に算定された価額 ・棚卸資産（販
売用不動産を含む。）の正味実現可能価額 ・受入担保資
産の評価額 ・リース資産の現在価値 ・貸倒引当金，
賞与引当金，返品調整引当金，製品保証引当金，修繕引
当金，子会社株式等に対する投資損失引当金等の引当金
・退職給付債務の数理計算における基礎率及び予測数値
・工事進行基準による工事収益 ・償却資産の減価償
却費 ・繰延税金資産の回収可能性
2） 会計上の見積りの監査については，近年，国際監査基準
（International Standards on Auditing）の第 540号 Auditing
Accounting Estimates，Including Fair Value Accounting Es-
timates and Related Disclosuresの改訂作業の中で，長期
間にわたり議論されてきた。詳細は奥西［2010a，2010
b，2009，2007］を参照。日本でもこの議論をうけて，監
査基準委員会報告書第 13号を改訂する第 44号が公表され
ている。ただし，まだ未発効である。
3） 企業の会計上の見積りとその監査については，問題のあ
る決算修正に関連して企業が第三者委員会を組織し調査
報告する場合，一般的に公表されないような会計処理の
問題点とその背景が明らかとなることがある。三洋電機
株式会社過年度決算委員会「調査報告書（要約）」（平成
19年 12月 25日）は，不合理な会計上の見積りについて
は，監査人との調整を含めて，その内容や背景を分析し
ているし，株式会社 IHI社外調査委員会「株式会社 IHIの
エネルギー・プラント事業における業績悪化に関する社
外調査委員会調査報告書」（平成 19年 12月 12日）は，不
合理な会計上の見積りをどうして作成したのかについて
具体的に記述している。これらの報告は，特定企業の問
題を扱ったものであるが，財務報告における会計上の見
積りの作成と監査について，示唆的な内容を含んでいる
場合がある。
4） 品質管理体制の二重体制について，鳥羽教授は，その意
味を論じている［鳥羽，2009，pp．237―238］。
5） 監査基準の一般基準の 6・7等にあるように，監査事務所
は，「指揮命令系統及び職務の分担の明確化」，「補助者に
対する指示，指導及び監督」，「意見表明に関する審査」を
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行うことを求められており，また品質管理基準により，
まずは個々の事務所で管理運営されている。
6） 公認会計士法第 46条の 9の 2には「協会は，会員の第 2
条第 1項の業務の運営の状況（当該会員が公認会計士であ
る場合にあっては，第 34条の 13第 2項第 1号及び第 2号
に掲げる事項に限る。第 49条の 4第 2項第 2号において
同じ）の調査を行うものとする」とある。
7） 審査会は，その報告書によると，金融庁長官の権限のう
ち，協会による法第 2条第 1項業務（監査又は証明業務）
の運営状況の調査結果報告の受理（法第 46条の 9の 2第
2項），上記報告等に関して行われる協会及び公認会計
士・監査法人に対する報告徴収及び検査（法第 46条の 12
第 1項，49条の 3第 1・2項），外国監査法人等に対する
報告徴収，検査（法第 49条の 3の 2第 1・2項）について
委任されている（法第 49条の 4第 2・3項）。これらを受
けて，審査会は，協会の品質管理レビューに関する報告
の審査等を行い，公益又は投資者保護のため必要かつ適
当であると認める場合には，報告徴収，検査を行うこと
としている。
8） 「品質管理レビュー手続」の付録より，レビュー報告書
の現在の文例を参考のために示す。
無限定適正意見で改善事項がつく場合は次のようにな
る。
品質管理レビューの結果，当委員会の結論は次の
とおりである。
・○○監査法人の定めた品質管理のシステムには，
品質管理の基準に適合していない重要な事項は見
受けられなかった。
・レビュー対象期間に属する日付を付して作成した
監査報告書に係る監査業務において，○○監査法
人の品質管理のシステムに準拠していない重要な
事項は見受けられなかった。
なお，品質管理の基準に適合していない重要な事
項等は見受けられなかったが，この報告書と同日付
けで○○監査法人に対する改善勧告書を作成した。
この改善勧告書には，監査に関する品質管理の一層
の向上に資するために，当委員会が品質管理レ
ビューの実施過程で改善の必要があると判断した事
項を記載している。
限定事項付きの報告書の場合，次のようになる。
品質管理レビューの結果，当委員会の結論は次の
とおりである。
下記事項を除き，○○監査法の定めた品質管理の
システムには，品質管理の基準に適合していない重
要な事項は見受けられず，また，レビュー対象期間に属
する日付を付して作成した監査報告書に係る監査業
務において，○○監査法人の品質管理のシステムに
準拠していない重要な事項は見受けられなかった。
記
1．・・・・・・・・
2．・・・・・・・・
否定的結論の報告書の場合，次のようになる。
品質管理レビューの結果，当委員会の結論は次の
とおりである。
下記事項があるため，○○監査法人の定めた品質
管理のシステムは，品質管理の基準に適合している
とはいえず，また，レビュー対象期間に属する日付
を付して作成した監査報告書に係る監査業務におい
て，○○監査法人が，品質管理の基準に適合した品
質管理のシステムに準拠しているとはいえない。
記
1．・・・・・・・・
2．・・・・・・・・
9） 上場会社監査事務所部会に次のように登録を認めない例
（法人名はイニシャルとした）もあり，利用者の判断の参
考となっている。
Y監査法人について，品質管理のシステムに重要な瑕疵
があるため，監査対象とした財務諸表における重要な虚
偽の表示を看過している相当程度の懸念が認められ，実
施した監査業務において職業的専門家としての基準及び
法令等に対する重要な準拠性違反が発生している相当程
度の懸念があると判断された。このため，Y監査法人の上
場会社監査事務所部会への登録申請を認めないこととし
た。（平成 23年 6月 1日品質管理審議会決定，平成 23年
6月 1日監査事務所に通知）
10）公認会計士・監査審査会のウェブサイトには，2011年 9
月時点で 16件の処分勧告が掲載されている。
11）当時の改訂時の前文によると，経営者の見積りに基づく
要素が重要となってきており，会計上の見積りの合理性
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について，経営者が行った見積りの方法の評価ばかりで
なく，その見積りと監査人自身の見積りや決算日後に判
明した実績とを比較したりすることが必要となる場合も
あることを明記したとある。
12）なお，視点として，会計上の見積りの監査としての問題
ととらえるか，繰延税金資産や退職給付会計という個部
の会計処理に関連して，把握するかでも異なってくる。
実際に公表されたものを見ると，会計上の見積りの監査
について，その実施を，包括的にとらえるものと，個別
問題としての整理の両方がある。特に事例は，個別問題
として示されている。
13）会計上の見積りの監査に関する指摘が，相当な割合と
なっていることについて，考えられる主な可能性として
は，①会計上の見積りの監査の改善は進んでいないため
に減少しない，②会計上の見積りの監査の改善は進んで
いるが，それを相殺するような要因があり問題点が新た
に見つかっていることが考えられる。①を肯定あるいは
否定する証拠がないので，これまでの品質管理に投じた
資源や時間を考えると，可能性は低いかもしれない。②
については，相殺するような要因と何かであり，これも
きちんとした調査研究が必要となるが，可能性として，
品質管理レビューの内容がより厳格になったり，新たな
会計上の見積りに関する会計処理の導入が増大させた可
能性もある。また監査人が，監査時間の確保等が厳しく
改善が進まない可能性もある。経済環境の悪化で，会計
上の見積りを悪用しようという経営者が増えたことも考
えられる。これについては，新たな調査研究を今後の課
題としたい。
14）見積りの監査を検討するうえで，理論面，監査基準面，
実際の監査実務の面がある。ここでの品質管理レビュー
担当者の視点は，基本的には，監査基準の規定の内容を
所与にして，監査実務においてどのように対応している
かを示すものである。監査基準で求められていることへ
の不備が改善点となるであろう。一般に，品質管理レビ
ューでは，形式的な要件の是非は指摘しやすいが，監査
人の判断のような内容の評価に時間がかかり結論を下し
にくいものは指摘しずらいと思われる。
15）アメリカの会計上の見積りの監査を扱ったワーキング
ペーパーでは，PCAOBの処分から会計上の見積りの監査
の問題を検討しつつ，他に監査人についてインタビュー
を行っており，実態に迫る方法を工夫している［Griffith et
al，2011］。
16）監査基準委員会報告書第 44号については，『会計・監査
ジャーナル』の座談会参照［篠原誠他，2010］。
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の品質管理レビューに関する公表物及び公認会計士・監査
審査会の公表物を参照しているが，重複するのでここに再
掲しない。
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